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  （1）医療制度改革 

     わが国の医療制度は、国民皆保険制度により、世界最高水準の平均寿命や高い保健医

療水準を達成してきましたが、急速な少子高齢化や経済の低成長への移行、国民生活や

意識の変化など大きな環境変化に直面し、高齢者医療費の大幅な増加が見込まれるなど、

将来にわたり持続可能な医療保険制度の構築が大きな課題となっています。 

このような状況のもと、平成 17 年 12 月に政府・与党医療改革協議会が取りまとめた

「医療制度改革大綱」において、「安心・信頼の医療の確保と予防の重視」、「医療費適正

化の総合的な推進」、「超高齢社会を展望した新たな医療保険制度体系の実現」の基本的

な考え方が示されました。 

これを受け、平成 18 年 6 月に成立した医療構造改革関連法では、生活習慣病予防、医

療提供体制、医療保険制度に関する改革を総合的かつ一体的に行うこととしており、具

体的には生活習慣病の予防や平均在院日数の短縮等により、国民生活の質の維持・向上

を確保しつつ中長期的に医療費の適正化を図り、さらには新たな高齢者医療制度を創設

するなど様々な改革が進められています。  

 

     

*第 2 回医療構造改革に係る都道府県会議資料より 

Ⅱ 病院事業を取り巻く環境 

1 医療政策等の動向 
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（2）診療報酬改定の状況 

     病院収益の根幹をなす診療報酬は概ね 2 年毎に見直しが行われていますが、国が定め

る算定基準に基づき、公立・民間病院の区別なく全国一律の単価が設定されていること

から、病院経営は国の医療政策に大きく左右されるのが現状です。 

国においては、安定した社会保障制度を構築するための医療制度改革により医療費適

正化政策を重点的に進めており、診療報酬本体と薬価・診療材料を併せた実質改定率は、

平成 14 年度以降マイナス改定が続いています。 

平成 20 年度の改定では、医師確保対策として産科や小児科をはじめとする病院勤務医

の負担軽減を図ることを緊急課題とした改定が行われ、本体では若干プラスに転じたも

のの、薬価等を含めた実質改定率は依然マイナスとなっています。 

 

         

      *厚生労働省保険局医療課資料より 
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10年 12年 14年 16年 18年 20年
本　体 1.50 1.90 ▲ 1.30 0.00 ▲ 1.36 0.38

薬　価　等 ▲ 2.80 ▲ 1.70 ▲ 1.40 ▲ 1.00 ▲ 1.80 ▲ 1.20

実質改定率 ▲ 1.30 0.20 ▲ 2.70 ▲ 1.00 ▲ 3.16 ▲ 0.82

％ 
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（3）医師不足の現状 

     全国各地で医師不足が大きな社会問題となっていますが、北海道においてもその状況

に変わりはありません。 

北海道の医師数は全体では年々増加しており、人口 10 万人に対する医師数は平成 12

年以降全国平均を上回っていますが、そのほとんどが都市部に偏在し、道内の総医師数

の約半数が札幌圏に集中するなど大きな地域格差が生じています。 

加えて、休日・夜間診療の増加や書類の作成・会議等診療外業務の増加など長時間労

働による病院勤務医の負担増から、医師の開業医志向が高まっていること、さらには、

平成 16 年度に創設された新医師臨床研修制度により、研修医の大学病院離れが急速に進

んだことから、いわゆる大学医局が担っていた地域医療機関に対する医師派遣機能が著

しく弱まっていることなどが要因となり、自治体病院における医師の確保は大変難しく

なっています。 

特に、小児科、産婦人科においては、長時間にわたる不規則な診療が日常化し、労働

環境が極めて過酷な現状にあることや近年の訴訟リスクの高まりなどから敬遠され、深

刻な医師不足にさらに拍車をかけています。 

このような医師不足の現状は、病院勤務医に過重な労働負担をもたらし、これに耐え

かねた医師の立ち去りがさらなる医師不足を招くという悪循環が拡大しています。 

 

＜医師数推移＞ 

 

 

   

*以下北海道医療計画より 

 

 

 

 

 

 

 

北海道の人口 10 万人当たり医師数は、平成 12 年度か

ら全国を上回っています。 
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（単位：人） 

＜2 次医療圏医師数（平成 18 年末）＞ 

 

 

    

     

＜道内病院・診療所数推移＞ 

     

札幌圏に全道の医師の約半分が集中して

おり、地域格差が著しくなっています。 

医師の開業医志向の高まりから、無床診療所

が増加しています。 
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    ＜道内小児科、産婦人科医師数推移＞ 

     

    

 ＜道内臨床研修医の状況＞ 

 

 

     

    

 ＜道内市町村立病院の医師充足状況＞ 

 

 

 

 

 

 

 

（注） 「標準人員欠如」のことで、医療法で定める医師標準数を下回っている状況のこと 

区   分 平成 18 年度 平成 19 年度 

市町村立病院数 96 病院 95 病院 

  標欠（注）となっている病院数 67 病院（69.8％） 63 病院（66.3％） 

    医師充足率 70％以下の病院 22 病院（22.9％） 12 病院（12.6％） 

      医師充足率 50％以下の病院  4 病院（ 4.2％）  3 病院（ 3.2％） 

小児科、産婦人科とも医師数が減少して

います。 

新医師臨床研修制度の実施に伴い、大学の

医局に属する研修医が減少しています。 

7 割近くの病院が医療法で定める医師標準数

を満たしていません。 
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  （1）全国の状況 

平成 19 年度現在、地方公営企業法を適用する自治体病院（地方独立行政法人及び指定

管理者制度を除く）は 957 あり、全国の病院数 8,862 の 10.8％、病床数では 227,529 床

で全体の 14.0％を占めています。また、経営主体別では、都道府県立 200、指定都市立

42、市立 413、町村立 198、組合立 104 となっています。 

患者数は入院・外来とも年々減少しており、平成 19 年度の延患者数は平成 15 年度と

比べ入院で 11.9％、外来で 18.2％の減少となっているほか、病床利用率は平成 15 年度

と比べ 6.4 ポイント減の 75.5％となっています。 

国の医療費抑制政策や医師不足の影響などにより、経営状況は厳しさを増しており、

平成 19 年度に経常損失を計上した病院は全体の 72.2％となり、損失額は 2,000 億円を

超え、また、累積欠損金は前年度に比べ 6.8％増の総額 2 兆 15 億円に達しているほか、

不良債務は前年度に比べ 24.5％増の 1,186 億円となっています。 

     ＜自治体病院数（地方公営企業法適用）＞ 

区  分 都道府県 指定都市 市 町村 組合 計 

一
般
病
院 

300 床以上 83 27 149 1 41 301 

100 床以上

300 床未満 
60 12 162 60 37 331 

100 床未満 16 2 96 136 25 275 

建設中 2 ― 2 ― ― 4 

計 161 41 409 197 103 911 

結核・精神病院 39 1 4 1 1 46 

計 200 42 413 198 104 957 

      *平成 19 年度決算対象病院数（地方独立行政法人、指定管理者制度除く） 

 

＜患者数及び病床利用率＞ 

 

15年度 16年度 17年度 18年度 19年度

延外来患者数 129,917 125,128 119,638 111,942 106,316

延入院患者数 71,220 70,227 68,841 65,055 62,752

病床利用率 81.9% 81.1% 80.3% 77.5% 75.5%
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＜経常損益割合＞ 

      

 

＜経常損益及び累積欠損金額＞ 

 

    

 

＜不良債務額＞ 

 

      

       *平成 19 年度地方公営企業年鑑より 
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15年度 16年度 17年度 18年度 19年度

経常損益 ▲ 93,206 ▲ 131,724 ▲ 143,045 ▲ 199,699 ▲ 200,559

累積欠損金 1,619,023 1,682,577 1,781,961 1,873,568 2,001,501
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  （2）北海道の状況 

     北海道の自治体病院は、平成 19 年度現在 96 あり、患者数は入院・外来とも年々減少

しています。平成 19 年度の延患者数は、入院が 382 万 7,000 人、外来が 753 万 3,000

人で、平成 15 年度と比べ入院が 14.6％、外来が 20.1％減少しているほか、病床利用率

についても平成 15 年度と比べ 7.5 ポイント減の 70.7％となっています。 

     平成 19 年度においては、経常損失を計上した病院は前年度と比べ減少しているものの、

全体の 66.7％となっており、損失額は 156 億円に達するなど、全国の自治体病院同様、

北海道の自治体病院においても経営状況は厳しいものとなっています。 

また、累積欠損金は前年度に比べ 9.9％増の 1,460 億円に達しているほか、不良債務は

前年度に比べ 33.7％増の 295 億円となっています。 

 

＜患者数及び病床利用率＞ 

 

 

 

＜経常損益割合＞ 

 

 

 

15年度 16年度 17年度 18年度 19年度

延外来患者数 9,431 8,743 8,406 7,897 7,533

延入院患者数 4,482 4,408 4,290 3,996 3,827

病床利用率 78.2% 77.3% 75.9% 71.8% 70.7%
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＜経常損益及び累積欠損金＞ 

 

 

      

      ＜不良債務＞         

       

       

*15～18 年度は地方公営企業決算状況調べより 

*19 年度は平成 19 年度北海道市町村における病院事業の業務概況より 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

15年度 16年度 17年度 18年度 19年度

経常損益 ▲ 8,375 ▲ 11,447 ▲ 11,126 ▲ 18,602 ▲ 15,594

累積欠損金 100,836 111,107 121,003 132,934 146,040
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